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研究要旨：本研究は、血圧高値、脂質異常、血糖高値等の脳・心血管疾患危険因子保有者に対する ICT

を活用した保健指導プログラムを作成し、ICT活用保健指導プログラムが初回対面保健指導である通常

プログラムと同等以上の効果が得られるかを検証するとともに、その実践のための手引きを作成する

こと、さらには、食生活改善指導及び運動指導の業務従事者に対する現存の研修教材)の課題を整理し、

特定保健指導従事者を対象とした「食生活改善指導担当者テキスト」の改訂及び運動指導担当者研修テ

キストを作成することを目的とした。本研究結果から、以下のような結論に至った。 

１．ICTを活用した保健指導プログラムのターゲットは、遠隔地勤務の被保険者、保健師等が常在しな

い分散事業所勤務の被保険者、被扶養者、繰り返し特定保健指導の対象になる者、特定保健指導未利

用者が考えられた。 

２．文献検討の結果から、ICT活用の目的には、大きく分けて、利便性の向上と、行動変容を含む自己

管理行動の継続支援があり、ICTを活用した効果的な保健指導プログラムとして、初回面接において

テレビ電話を活用した保健指導プログラムＡ、セルフモニタリングを強化した ICT 活用保健指導プ

ログラムＢ（ウェアラブル機器・スマホを活用）、自己管理行動の継続支援を強化した ICT活用保健

指導プログラムＣ（ウェアラブル機器やスマホ、ウェブサイトを活用）が考えられた。 

３．ICTを活用した保健指導プログラムＡ、Ｂ、Ｃを比較した場合、また、各プログラムと初回対面保

健指導の通常プログラムとを比較した場合、アウトカムにおいて劣性を認めるプログラムはなく、同

等の効果をもたらすことが示唆された。 

４．初回面接においてテレビ電話を活用した保健指導プログラムについて、利用者の満足感等が低い傾

向が見られた。今後は、この理由を探り、その対策を検討していくことが必要である。 

５．スマホアプリと連動したウェアラブル機器を活用したプログラムは利用者の満足感等が高い傾向

が示唆された。一部の生活行動や生体情報が記録され、自分の見たいときに見ることができ、スマホ

アプリによる適時のフィードバック等は、セルフモニタリングを強化し、やりがいを感じさせ、モチ

ベーションを高めて保健行動を強化すると考えられる。 

６．ICTを活用した保健指導を実施する際の要件には、「保健指導実施者に求められること」「利用者に

求められること」「保健指導実施環境・情報通信環境」「保健指導実施のための情報通信機材」「保健

指導を開始するための手順・本人確認」「記録方法・記録管理」「経費・費用」があった。 

７．厚生労働省が通知している「情報通信技術を活用した特定保健指導の初回面接の実施について」を

補完するものとして項目立てを共通にし、また、ICTの利活用という観点からウェアラブル機器及び

セルフモニタリング用アプリの内容についても含めた、「情報通信技術を活用した保健指導の実践の

ための手引き」完成版を作成した。 

８．今後養成される指導担当者の専門知識や指導技術の向上に資することを目指し、「食生活改善

指導担当者テキスト」を改訂した。この種のテキストについては、取り扱っているデータの更

新、関連する制度等の改正などに伴い、適切なタイミングで改訂を行う体制を整備する必要が

ある。 

９．運動指導担当者研修テキスト（追補版）について、その研修内容は健康運動指導士養成講習会テキ

ストの98単位147時間分を基にしていた。実際の特定保健指導で運動指導に割ける時間はわずかで

あることを考慮し、優先順位の高い内容に絞って、また、健康日本 21（第二次）で推奨されている

内容や ICT を活用した運動指導に関する内容を含めるようにし、運動指導担当者研修テキストを作

成した｡ 
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Ａ．研究目的 

特定保健指導の実施率は、平成28年度が18.8％、

平成 29年度が 19.5％と少しずつ伸びているが目

標の45％以上に達していない 1)。このような状況

の中、情報通信技術（以下、ICTとする）の進展に

より、ICTを活用した保健指導が行われつつある。

特定保健指導においては、平成 25 年の厚生労働

省通知によりICTを活用した初回面接が可能とな

っている 2)。実施保険者からは遠方の利用者への

利便性や保健指導の効率性の向上等の評価を得て

いるが、国へ報告された遠隔面接の終了者数は少

なく、効果検証に足る実績はあがっていない 3)。

一方、基本的な考え方や留意点等をまとめた「標

準的な健診・保健指導プログラム（以下、標準プ

ログラムとする）【平成30年度版】」4)では、ICTを

活用した情報提供の推進やフォローの可能性が示

され、ICT 活用の更なる推進が期待されている。

そのためには有効性や安全性が担保された保健指

導の普及が求められ、ICT 活用による実施方法等

の整理・検討が必要である。 

本研究の目的は、血圧高値、脂質異常、血糖高

値等の脳・心血管疾患危険因子保有者に対する

ICTを活用した保健指導プログラムを作成し、ICT

活用保健指導プログラムが初回対面保健指導であ

る通常プログラムと同等以上の効果が得られるか

を検証するとともに、その実践のための手引きを

作成することである。さらには、食生活改善指導

及び運動指導の業務従事者に対する現存の研修教

材 5)6)の課題を整理し、特定保健指導従事者を対象

とした「食生活改善指導担当者テキスト」の改訂

及び運動指導担当者研修テキストを作成すること

である。 

 

Ｂ．研究方法 

１．3か年計画の本研究の構成 

分担研究1-1：循環器疾患・糖尿病等生活習慣病

を予防するための ICT を活用した保健指導プ

ログラム案の作成（平成 30年度） 

分担研究1-2：循環器疾患・糖尿病等生活習慣病

を予防するためのICTを活用した保健指導プ

ログラム案の検証（令和元-2年度） 

分担研究 2：ICT を活用した保健指導実践のため

の手引きの作成（平成 30-令和2年度） 

分担研究 3： 特定保健指導従事者を対象とした

「食生活改善指導担当者テキスト」の改訂 

（平成30-令和2年度） 

分担研究4： 特定保健指導従事者を対象とした運

動指導担当者研修テキストの作成 

（平成30-令和2年度） 

２．方法 

１）循環器疾患・糖尿病等生活習慣病を予防す

るための ICT を活用した保健指導プログラム

案の作成 

ICT を活用した保健指導に関する国内外の文献

検討や、同保健指導に取り組んでいる保健師等へ

のインタビュー及びフォーカスグループの結果を

参考にプログラム案を検討した。 

２）循環器疾患・糖尿病等生活習慣病を予防す

るためのICTを活用した保健指導プログラム

案の検証 

令和元年度は、特定保健指導の積極的支援対象

に対するICTを活用した 3つの保健指導プログラ

ムについて、プログラムによる効果に差があるか、

また、プログラムを横断的に見て、ICT ツールの

利用や活用頻度によって効果に差があるか、プロ

セス評価も踏まえて、検証した。 

令和２年度は、特定保健指導の積極的支援対象

に対するICTを活用した 3つの保健指導プログラ

ムについて、ICT を活用しておらず初回対面保健

指導である通常のプログラム（対照群）と比較し

た場合、効果に差があるか、プロセス評価も踏ま

えて、検証した。 

（１）ICTを活用した保健指導プログラムと対象 

検証する保健指導プログラムは以下の 3プログ

ラムとした。 
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Ａ：初回面接においてテレビ電話を活用した保健

指導プログラム 

Ｂ：セルフモニタリングを強化した ICT活用保健

指導プログラム（ウェアラブル機器・スマート

フォン（以下、スマホとする）を活用） 

Ｃ：自己管理行動の継続支援を強化した ICT活用

保健指導プログラム（ウェアラブル機器やスマ

ホ、ウェブサイトを活用） 

各保健指導プログラムと対象を図 1～図 3 に示

す。 

（２）データ収集項目 

 データ収集項目とデータ収集時期を表に示す。 

ⅰ基本属性 

 性別、年齢、職業、特定保健指導の対象となっ

た回数、日常生活における ICTツール（パソコン、

スマホ又はタブレット、SNS、e-mail）の活用頻度

等 

ⅱアウトカム評価項目 

①体重、腹囲、BMI 

②特定健康診査検査データ 

収縮期血圧、拡張期血圧、LDL、HDL、HbA1c、空

腹時血糖 

③個別目標達成度 

 目標の内容は、食事（間食を含む）、運動、喫煙、

飲酒、その他に分け、『全く達成できなかった』～

『完全に達成できた』の 5件法 

ⅲプロセス評価項目 

①ICTツールの活用頻度 

ICT ツールは、スマホアプリ、ウェアラブル機

器（スマートウオッチ）、スマート体組成計、WEB

サイト、食事カメラとし、『毎日』～『全く利用し

ない』の7件法 

②保健指導の有用感 

行動変容の観点から、知識や情報の収集、目標

の設定/修正、保健行動の立案/修正、保健行動の

実施、自己の健康状態や保健行動の観察・記録、

生活習慣や保健行動の振り返り、モチベーション

の維持について、『全く役立たなかった』～『とて

も役立った』の5件法。 

③ARCSモデルによる保健指導プログラム評価 

ARCSモデルは、教材を魅力あるものにするため

の枠組みとして、ジョン・Ｍ・ケラーが提案した

ものであり、学習意欲を注意（Attention）、関連

性（Relevance）、自信（Confidence）、満足感

（Satisfaction）の 4側面からとらえている 7)。

本研究では、鈴木の ARCS 動機づけモデルに基づ

く授業・教材用評価シート 8)を参考に、注意 2項

目、関連性3項目、自信 2項目、満足感2項目、

計9項目について5段階によるプログラム評価を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プログラム 研究協力施設 対象 対象数 開始時期 

A(①） 
健康保険組合ア 特定保健指導積極的支援 15人 2019年度 

健診・保健指導実施機関イ 特定保健指導積極的支援 6人 2020年度 

対照群（④） 

健康保険組合ア 特定保健指導積極的支援 
30人 

2019 ～

2020年度 

健診・保健指導実施機関イ 特定保健指導積極的支援 5人 2020年度 

健診・保健指導実施機関ウ 特定保健指導積極的支援 3人 2019年度 
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プログラム 研究協力施設 対象 目標数 開始時期 

Ｃ（③）  健康保険組合ア 特定保健指導積極的支援 14人 2019年度 

 

 

 

 
プログラム 研究協力施設 対象 対象数 開始時期 

B(②） 

健診・保健指導実施機関ウ 特定保健指導積極的支援 15人 2019 ～
2020年度 

健診・保健指導実施機関エ  特定保健指導積極的支援 6人 2020年度 
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（３）データ収集方法 

アウトカム評価項目の①及び②については、研

究協力者を通じて、氏名を削除し ID 番号を付し

たデータを収集した。 

基本属性、アウトカム評価項目の③、プロセス

評価項目については、質問紙によりデータ収集し

た。質問紙は他のデータと連結可能となるよう ID

番号を付し無記名とし、封かんテープ付きの封筒

とともに保健指導担当者から対象へ渡し、記入後

は封筒に入れ厳封の上、保健指導者に渡すことと

した。研究者が厳封された封筒を保健指導担当者

から回収した。 

３）ICTを活用した保健指導実践のための手引き

の作成 

  平成30年度は、遠隔診療や Telemedicine等に

関する既存のガイドラインや国内外の知見、並び

に１）の結果を踏まえ、要件等を整理した。 

令和元年度は、ICTを活用した保健指導を実施

する保健師、看護師、管理栄養士に、研究者らが

作成した ICT を活用した保健指導を実践するに

あたっての手引き（案）を保健指導実施前に確認

してもらい、ICT を活用した保健指導開始の約 3

か月後に半構造的インタビューを行った。インタ

ビュー内容は、遠隔面接の準備段階、実施中に大

変であったこと、ICT活用による実施者側、対象

者側各々のメリットと感じること、手引き（案）

に追加すべき内容等とした。 

令和2年度は、前年度の研究結果に基づき修正

した令和2年度版「情報通信技術を活用した保健

指導の実践のための手引き（案）」を作成し、研究

分担者・協力者との意見交換、実際に特定保健指

導に携わっている保健師へのヒアリングの2つの

手続きを経て「情報通信技術を活用した保健指導

の実践のための手引き」完成版を作成した。 

４）特定保健指導従事者を対象とした「食生活改

善指導担当者テキスト」の改訂 

平成 31 年 1 月に全国健康保険協会（協会けん

ぽ）の本部と 47 都道府県すべてに設置されてい

る支部において、特定保健指導の業務を担ってい

るすべての担当者（保健師、管理栄養士）を対象

に、改訂に関わるニーズや意見を集約するため

の無記名自記式質問紙調査を実施した。調査内容

は、テキストの認知状況、テキストの内容の重要

性の認識、新たに追加することが望まれる内容等

（自由記載）とした。 

令和元年度は、一連の調査結果の概要や考察な

らびに質問紙調査の詳細な集計結果を現行の「食

生活改善指導担当者テキスト」の担当著者等へ開

示し、各者間で意見交換と合意の形成を行った後、

これらを考慮した改定・加筆を依頼した。各著者

からの改訂原稿は、一旦、未定稿扱いとし、その

上でさまざまな職種が混在した第三者集団で確認

し、多様な視点からの意見を求めた（ヒアリング

の実施、書面による意見の提出）。ここで得られた

意見は、整理したうえで改めて担当著者等へ伝達

し、これらの意見をもとに未定稿を修正・調整を

施し、改訂稿としての提出を求めた。 

令和2年度は、最終的にテキスト全体としての

用語統一、最新データへの更新、従前まで未対応

となっていた部分の改訂、最終的な紙面の版組を

実施し、改訂を完了させた。この際、改めて各著

者へ連絡し、記載内容の調整を行った。また、こ

れまで未対応となっていた口腔保健分野について、

 

5



専門分野の研究者に確認ならびに改訂を依頼した。 

５）特定保健指導従事者を対象とした運動指導担

当者研修テキストの作成 

平成 30 年度は、運動指導従事者への研修教材

である現存の「運動指導担当者研修テキスト」（追

補版）6)の課題を整理した。 

令和元年度は、昨年度に文献等も参考にして整

理した「運動指導担当者研修テキスト」（追補版）

の課題を踏まえ、特定保健指導に従事する看護師、

栄養士、その他の職種（保健師、管理栄養士を除

く）に対する研修に役立つ教材（運動指導編）と

して、運動指導担当者研修テキスト（案）を作成

した。テキスト案の作成後、このテキストの利用

対象である栄養士、歯科衛生士等を対象にテキス

トに関する意見を聴取するとともに、関連する他

の研究班からも意見聴取した。 

令和2年度は、これまでに整理した課題を踏ま

え、特定保健指導に従事する看護師、栄養士、そ

の他の職種（保健師、管理栄養士を除く）に対す

る研修に役立つ教材案（運動指導編）として運動

指導担当者研修テキストを作成した。 

 

（倫理面への配慮） 

１）のインタビュー調査については、対象候補

者には、調査の趣旨、方法、自由意思の尊重、個

人情報の保護の遵守等について、文書を用いて口

頭で十分に説明し、文書により研究協力への同意

を得た。調査対象候補者の求めに応じ、調査対象

候補者の所属長等に文書にて研究協力依頼を行

い、研究協力の承諾を得た。 

２）及び３）については、自治医科大学医学系

倫理審査委員会の承認を得て実施した（臨大19-

067）。 

４）のニーズ調査については、本調査は、大阪

市立大学生活科学部・生活科学研究科研究倫理委

員会に対して、審査を依頼し承認を得た（申請番

号：18-41、承認日：平成 30年11月14日）。 

 

Ｃ．研究結果 

１．循環器疾患・糖尿病等生活習慣病を予防する

ための情報通信技術を活用した保健指導プロ

グラムに関する文献検討 

生活習慣病の予防や管理を目的とした ICTを活

用した介入プログラムに関する 2000 年以降の文

献で、アウトカムが得られている 38 件（40 プロ

グラム）の文献を分析した結果、活用されていた

ICT ツールは、スマートフォンアプリケーション

（以下、スマホアプリとする）が最も多く、次い

でウェブサイト、電子メールの順であった。ICT活

用の目的が、利便性であったプログラムは 9件、

行動変容であったのは 39 件であり、後者につい

て、支援目的別にみると、最も多かったのは『振

り返り・（セルフ）モニタリング』で、次いで『記

録』、『知識の提供』、『情報共有』の順であった。

脳・心血管疾患危険因子に関わるアウトカムが得

られていたのは8割、脳・心血管疾患に関わる自

己管理の知識・意欲や行動等に関わるアウトカム

が得られていたのは、約 6割であった。両者につ

いて悪化した結果を示したプログラムはなかった。 

ICT を活用した効果的な保健指導プログラムに

ついて、以下のことが示唆された。 

・テレビ電話を活用したプログラムは、対面保健

指導を利用しにくい対象の場合や家族へも働きか

ける必要がある場合に効果的であり、ICT ツール

を組み合わせて、記録、セルフモニタリング等へ

の支援を強化すると、さらに効果が高まる。課題

は、対面と比較した時間や会話の円滑さの劣性等

である。 

・ICTツールを組み合わせて、『記録』の負担軽減

及び記録情報の可視化によるセルフモニタリング

支援を強化すると効果的である。課題は、対象者

のICTツールへの親和性、満足感や信頼感が保健

指導の利用に影響を及ぼすことであり、ICT ツー

ルの機能と質、適した対象者を見極める必要性で

ある。 

・ICT を活用して、対象者の生体情報等の『情報

共有』をし、適時にフィードバックや励ましを行

い、加えてリマインダーをする自己管理行動の継

続支援を強化すると効果的である。課題は、フィ

ードバックやリマインダーの煩わしさや苛立ちが

保健指導利用や自己管理行動の中断につながる可

能性である。よって、これらの機能について対象

者の選択を可能とするか否かを検討する必要があ

る。 

２．循環器疾患・糖尿病等生活習慣病を予防す

るための情報通信技術を活用した保健指導

プログラムに関するインタビュー調査の結

果 

健康保険組合等の産業保健領域で特定保健指導

業務に携わっている保健師、看護師、栄養士等

（5機関6名）を対象に、ICTを活用した保健指

導の取り組み状況についてインタビュー調査を実

施した。その結果 

1)保健指導プログラムに ICTを活用することの目

的は、コスト削減と利便性にあった。 
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2) ICTを活用した保健指導は、遠隔地勤務の被保

険者、被扶養者、リピーターを試行対象にする。

3) ICTを活用した保健指導に向かない対象者特性

を見極める。 

4)  ICTを活用した保健指導の評価は、これまで

の対面保健指導と差がなく質を維持できる、であ

り、補完的な方法として位置付ける。 

5) ICTを活用した保健指導の実現には、対象者の

意欲、通信環境、面接場所・時間の確保などが障

壁となる可能性があった。 

結果から、実現可能性の高い ICTを活用した保

健指導プログラムについて提案をまとめた。ICT

を活用した保健指導プログラム試行のターゲット

となる対象は、①遠隔地勤務の被保険者、②被扶

養者の健診会場での特定保健指導対象者、③リピ

ーター（3～5年以上繰り返し特定保健指導の対

象者になる者）が考えられた。ただし ICTを活

用した保健指導に向かない対象者、実現可能性が

高い対象者特性もあるので、見極めることがポイ

ントになる。 

３．循環器疾患・糖尿病等生活習慣病を予防す

るためのICTを活用した保健指導プログラム

案の検証 

令和元年度は、東日本台風及び新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、研究協力の承諾を得て

いたり、交渉中であった 3カ所の施設から協力の

断りがあり、また承諾の得られた協力施設におい

ても保健指導の中断からリクルートが進まず、特

に ICT を活用しない初回対面保健指導である通

常プログラムの対照群が集まらなかった。よって、

特定保健指導の積極的支援対象に対する ICT活用

保健指導プログラムＡ（初回面接テレビ電話活用）、

Ｂ（ウェアラブル機器・スマホ活用によりセルフ

モニタリング強化）、Ｃ（ウェアラブル機器・スマ

ホ・ウェブサイト活用により自己管理行動の継続

支援強化）について、プログラムによる効果の差

等を検証した。研究参加者は、Ａが15人、Ｂが12

人、Ｃが15人（1人脱落）であった。 

 3～6 か月の特定保健指導後の体重及び腹囲が

有意に減少していたのはＡのみであった。プロセ

ス評価指標である保健指導の有用感についてプロ

グラム間の有意差はなかったが、『保健行動の実施』

等の4項目について、Ａは他よりも低かった。ARCS

モデルによる保健指導プログラムの評価について

は、【関連性】及び【満足感】の一部の項目につい

てＢの評価が有意に高かった。 

 初回面接におけるテレビ電話の「利用あり群」

は、プログラム評価の【満足感】が「利用なし」

群よりも低かった。ウェアラブル機器の「配付あ

り」群は保健指導の有用感の2項目、プログラム

評価の【関連性】について、「配付なし」群より有

意に高かった。 

 保健指導の有用感について、スマホアプリ及び

スマートウオッチの活用頻度「週 2回以上」群は、

『生活習慣や保健行動の振り返り』が、加えてス

マートウオッチでは、『自己の健康状態や保健行動

の観察・記録』、『モチベーションの維持』が有意

に高かった。プログラム評価は、スマホアプリ及

びスマートウオッチの同群は【関連性】が、スマ

ートウオッチ及びスマート体組成計の同群は【注

意】が、加えて、スマートウオッチの同群は【自

信】の評価が有意に高かった。 

令和2年度は、昨年度から協力を得ている 2施

設に加え、新たに2施設の協力を得た。しかし，

新型コロナウイルス感染症の影響による保健指導

の中断・延期等からリクルートが進まない状況で

あった。結果、研究参加者は、プログラムＡは21

人、Ｂも21人、Ｃは14人（うち1人脱落）で、

対照群は38人であった。令和2年度は、ICTを活

用したＡ、Ｂ、Ｃの3つの保健指導プログラムに

ついて、ICT を活用しない通常プログラム（対照

群）と比較し、効果に差があるか、プロセス評価

も踏まえて検証した。 

初回面接においてテレビ電話を活用したプログ

ラムＡと対照群との比較では、2019年度特定健診

時と比較した3～6か月の特定保健指導後の体重・

腹囲・BMI について、プログラムＡでは全てにお

いて減少していたが有意差はなく、対照群におい

ては体重及びBMIが有意に減少していた（表2-1、

2-4）。しかし、特定保健指導前後の 2019 年度と

2020年度の特定健診結果の比較においては、対照

群も有意差のある項目はなく、また、有意差はな

かったものの改善していた項目は、対照群では 5

項目に対し、プログラムＡでは 8項目であり、う

ち腹囲は有意な差があった（表 3-1、3-4）。ARCS

モデルによるプロセス評価において、プログラム

Ａは、【関連性】、【自信】、【満足感】が通常プログ

ラムである対照群よりも有意に低かった（表4-1）。 

プログラムＢ（初回は対面保健指導で、ウェア

ラブル機器及びスマホアプリを活用）と対照群と

の比較では、2019年度特定健診時と比較した3～

6か月の特定保健指導後の体重・腹囲・BMIについ

て、前述したとおり、体重及び BMIが有意に減少

していた対照群に対し。プログラムＢでは全てに

おいて減少していたが有意差はなかった（表2-2）。

2019 年度と 2020 年度の特定健診結果との比較に

おいても有意差はなかったが、改善していた項目
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は、対照群では5項目に対し、プログラムＢでは

6項目であった（表3-2）。ARCSモデルによるプロ

セス評価において、9項目のうち、【注意】の合計

点に有意差があり、プログラムＢの平均点が対照

群より高かった。有意差はなかったが、9 項目の

うちの5項目及び【関連性】の合計点、【自信】の

合計点、【満足感】の合計点、総計は対照群よりも

プログラムＢが高かった（表4-2）。 

プログラムＣ（初回はテレビ電話を活用した保

健指導で、ウェアラブル機器やスマホアプリ、ウ

ェブサイトを活用）と対照群との比較では、2019

年度特定健診時と比較した 3～6 か月の特定保健

指導後の体重・腹囲・BMIについて、体重及びBMI

が有意に減少していた対照群に対し、プログラム

Ｃでは全てにおいて減少していたが有意差はなか

った（表2-3）。プログラムＣも 2019年度と2020

年度の特定健診結果に有意差はなかったが、改善

していた項目は、対照群では 5項目に対し、プロ

グラムＣでは7項目であった（表3-3）。ARCSモデ

ルによるプロセス評価において、プログラムＣと

対照群で有意差のある項目はなかった（表 4-3）。 
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４．ICTを活用した保健指導実践のための手引き

の作成 

 平成 30 年度は、ICT を活用した保健医療の既

存の 5 つのガイドライン、国内外の 16 文献の検

討、初回面接において ICTを活用している2機関

（1 機関は健康保険組合担当者と外部保健指導機

関担当者（管理栄養士）の各 1 名、1 機関は看護

師1名）を対象としたインタビュー調査から、ICT

を活用した保健指導において重要なことや課題を

抽出し、ICT を活用した保健指導を実施する際の

要件等を、「実施者の要件」「利用者の要件」「実

施環境・情報通信環境の要件」「情報通信機材の要

件」「実施手順・本人確認について」「記録方法・

記録管理について」「経費・費用の要件」「その他」

の8つの項目に分類した。 

令和元年度は、ICTを活用した保健指導を実施

する2施設の保健師、看護師、管理栄養士に、研

究者らが作成した ICT を活用した保健指導を実

践するにあたっての手引き（案）を保健指導実施

前に確認してもらい、ICTを活用した保健指導開
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始の約3か月後に半構造的インタビューを行った。

インタビューの結果は、「遠隔面接の実施体制」、

「実施者側が遠隔面接実施前の準備段階で行った

こと、大変であったこと」、「遠隔面接を始める際

の準備に要した時間」、「遠隔面接を実施する際の

工夫」、「実施者側が遠隔面接するうえでの困難・

課題」、「対象者側が遠隔面接を受ける際の工夫」、

「対象者側の遠隔面接を受けるうえでの困難・課

題」、「遠隔面接に必要な時間」、「アプリ・ウェア

ラブル機器で保健指導に活用しやすい機能」、「ア

プリ・ウェアラブル機器で保健指導に活用しにく

かった機能」、「アプリ・ウェアラブル機器を活用

するうえでの課題・困難」、「実施者側として遠隔

面接やウェアラブル機器を活用することのメリッ

ト」、「実施者側から見た対象者にとって遠隔面接

やウェアラブル機器を活用することの対象者のメ

リット」に整理され、その実状が明らかとなった。 

令和2年度は、前年度のインタビュー結果等に

基づき修正した令和2年度版「情報通信技術を活

用した保健指導の実践のための手引き（案）」を作

成し、研究分担者・協力者との意見交換を行った。 

その結果、厚生労働省通知の「情報通信技術を活

用した特定保健指導の初回面接の実施について」

の項目立てと共通していることなどが確認された。

また、特定保健指導に従事している保健師へのヒ

アリングの結果から、遠隔面接実施中に大変だっ

たこととして、「新型コロナ感染症により遠隔面接

を行 えるソフトが導入されたが、アカウントが3

つしかない。そのため、他の人がアカウントを使

用してしまうと自分たちが使用することができな

いため、保健指導対象者の希望時間に合わせよう

とすると非常に難しい」というものがあり、遠隔

面接を実施するための環境整備の困難さが明らか

になった。一方で、現在対面での保健指導がマス

ク着用にて行われているため、表情が観察しにく

い状況があるが、遠隔面接の場合には対象者が自

宅や個室で保健指導を受けることが多いため、マ

スクをしないで表情をしっかりと見ることができ

るなどの遠隔面接によるメリットも明らかとなっ

た。以上も踏まえて、「情報通信技術を活用した保

健指導の実践のための手引き」完成版を作成した

（研究成果の別冊参照）。 

５．特定保健指導従事者を対象とした「食生活改

善指導担当者テキスト」の改訂 

平成 30 年度に、全国健康保険協会（協会けん

ぽ）の本部と47都道府県の支部において、特定保

健指導の業務を担っているすべての担当者（保健

師、管理栄養士）764 人（産休や育休中の者を除

く）を対象に実施したテキスト改訂に関わるニ

ーズや意見を集約するための自記式質問紙調

査の回収数は 734人（96.1％）であった。 

調査の結果、｢国民の食生活（主に外食・中食、

欠食）における課題｣、｢食意識・食行動アセス

メント｣、｢生活習慣病予防・治療における栄養

教育の留意点｣、｢生活習慣病予防・治療におけ

る栄養教育の留意点｣、｢労働（就業状況）に対

応した栄養教育の目的｣、｢外食の特徴とそれら

に応じた栄養教育の内容｣、｢単身生活者の特徴

とそれらに応じた栄養教育の内容｣については、

保健師、管理栄養士とも半数以上が、とても重

要な項目として、記載内容の充実を求めていた。

また、改訂に際して、追加・充実すべき内容と

しては、時間栄養学、単身生活者に対する指導

方法、栄養サプリメント、糖質制限食などの内

容があげられた。 

 令和元年度は、改訂に当たり、研究分担者・

研究協力者と執筆担当著者間で意見交換の場

を持ち合意を形成した。この際、執筆担当者へ

事前に情報開示した内容を踏まえ、次に示す点

について特に留意することを確認した。①全体

として現行のテキストよりも可能な限り軽め

の記述とすること。②前年度に実施した調査よ

り得られたニーズの高いキーワード（時間栄養

学、外食、サプリメント、単身者・単身世帯、

中食、食事バランス、アルコール・飲酒、糖質

制限・ロカボ、健康食品、交代勤務・シフトワ

ーカー）について、できるだけ取り上げること。

③ 入手可能な最新のデータ・基準等を用いて

改訂すること。④ 著作権の問題があるため、現

行版の執筆者による当該部分の改訂を原則と

した。ただし、新たに追加する内容等について

は新規の執筆者を必要に応じ担当してもらっ

ても差し支えないこととした。 

 各著者からの改訂原稿は、一旦、未定稿扱いと

し、未定稿に対する第三者からの意見集約を行

った。ヒアリングには、保健師２名、管理栄養

士・栄養士４名、歯科衛生士１名、運動・身体

活動に関する専門家１名が関わった。また、こ

れとは別の保健師、医師、薬剤師から書面によ

る意見が寄せられた。 

 担当著者と同一の職種からは、専門的な用語

の使い方の修正、新しい指針による改定が適切

に対応されていないと考えられる点について

の指摘が多く認められた。一方、担当著者と異

なる職種からは、専門的な用語が他職種では理

解し難い、もしくは、十分なコンセンサスが得
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られていないので、記述を一般的な書き方にす

るか、補足を求める意見。特定のモデルに落と

し込んで具体的な取り組みを整理しようとす

る際の捉え方などについて、異なる視点からの

考え方を示す場合。執筆されている内容に関し

て、他職種の立場からさらに追加することが望

ましいと考えられる内容についての指摘など

が認められた。 

 全体的に指摘されていた内容としては、言葉

で説明するよりも、図示することが望ましいと

考えられる点の指摘。単純なタイプミス。レイ

アウトに関する指摘。医学的なガイトドライン

に抵触する内容について、他の専門的立場の医

師等へ確認を取ることなどであった。 

 令和 2年度は、以上の結果を踏まえて最終的

な改訂を行った。本研究において対応した部分

は、健康局健康課保健指導室から求められた平

成 20年版における、Ⅲ栄養指導、Ⅳ健康教育、

Ⅴ運動の基礎科学の部分である。また、この改

訂において、従来の項目立ての一部を変更した。 

後に本研究成果の別冊として、分野ごと改訂

されたテキスト「（資料）食生活改善指導担当者

テキスト～栄養指導・健康教育編～」を示す。 

紙面については、専門業者へ依頼し、市販され

ているコメディカルの養成に用いられている

専門科目の教科書と同等のデザイン・配置とし

た。全般的に現行のものと比較して、見やすく、

読者にとってフレンドリーな印象が与えられ

るように配慮した。 

６．特定保健指導従事者を対象とした運動指導担

当者研修テキストの作成 

平成30年度は、「運動指導担当者研修テキス

ト」（追補版）について、文献等も参考にして、

ICTを活用した運動指導という観点を加えて、

以下のとおり課題を整理した。 

・「運動指導担当者研修テキスト」（追補版）では、

「食生活の改善指導に関する専門的知識及び技術

を有すると認められる者」について、「3メッツ以

下の運動についての支援を併せて実施することが

できる」と定めており、過度に安全性に配慮して

いる側面がある。 

・運動指導担当者研修の内容が、健康運動指導士

養成講習会テキストのうち、98単位147時間分

を基にしている。内容的に多岐にわたり過ぎてい

る側面がある。 

・「特定保健指導における運動に関する専門的知

識および技術を有すると認められる者」は、「生

活習慣病に関する高度な医学的知識を十二分に持

ち、医師、保健師、管理栄養士と共通言語で協議

や連絡ができること」を最低条件としており、過

度な知識と能力を求めている側面がある。 

令和元年度は、前年度に整理した課題を踏まえ、

10 章から構成される運動指導担当者研修テキス

ト案を作成した。また、この案について、テキス

トの利用対象である栄養士、歯科衛生士等を対象

に意見を聴取した。その結果、「特定保健指導で、

実際に運動指導に割ける時間は短い」、「年齢層が

幅広く、画一的な指導はできな」、「働く世代に運

動の時間を確保してもらうことが難しい」、「より

具体的で直接的な運動指導の方法を提示してもら

いたい」、「運動の安全性に関する情報は必要」等

の意見が得られた。 

令和2年度は、前年度に収集した意見等も参考

にして、最終版の運動指導担当者研修テキスト案

を作成した（研究成果の別冊参照）。 

 

Ｄ．考察 

１．脳・心血管疾患危険因子保有者に対する ICT

を活用した効果的な保健指導プログラム 

文献検討の結果から、保健指導の対象、保健指

導者、両者の観点を併せたICTを活用した保健指

導の流れを図4に示す。この流れも踏まえ、文献

検討並びにICTを活用した保健指導の取り組み状

況についてのインタビュー調査の結果から、ICT

を活用した効果的なプログラムについて、以下に

考察する。 

１） ターゲット 

ICT 活用の目的には、大きく分けて、利便性の

向上と、行動変容を含む自己管理行動の継続支援

があった。決められた場所で決められた時間に実

施される対面保健指導の利用しにくさに対し、ICT

の活用により、対象者の都合に合わせて場所や時

間の選択肢を広げることによって、利便性の向上

をねらっていた。これは、特に対象者が遠隔地に

いたり、分散していたりする場合、保健指導の実

施側にとっても移動や会場設定の時間及びコスト

の削減等をねらいとする背景があった。また、対

面保健指導では、対象者の改善努力の中断の早期

察知とその対応に限界があり、ICTの活用により、

タイムリーに働きかけ、かつ働きかけの頻度を増

やすことにより、自己管理行動の継続を支援する

ことをねらっていた。文献検討では、これにより、

ICT を活用していないプログラムでは改善が見込

めなかった心血管疾患危険因子保有者のアドヒア

ランスを高めたことが報告されていた。 
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以上のことから、ICTを活用した保健指導プロ 

グラムのターゲットは、 

・遠隔地勤務の被保険者 

・保健師等が常在しない分散事業所勤務の被保

険者 

・被扶養者 

・繰り返し特定保健指導の対象になる者 

・特定保健指導未利用者 

が考えられる。 

２）ICTを活用した効果的な保健指導プログラム 

（１）テレビ電話を活用した保健指導プログラム 

 テレビ電話を活用した保健指導プログラムは、

何らかの理由で対面保健指導を利用しにくい対象

の場合や家族へも働きかける必要がある場合に適

しており、また知識・情報提供、記録、セルフモ

ニタリング、行動計画修正等への支援を強化する

ために、その他のICTツールを組み合わせると、

さらに効果が高まるのではないかと考えられる。

文献検討において、特定保健指導の枠組みで実施

された介入はなかったが、テレビ電話による初回

面接における目標設定や行動計画立案への支援の

評価、また、長期的な評価も必要であると考えら

れる。 

（２）セルフモニタリング支援を強化するため

のICTを活用した保健指導プログラム 

 自己の健康状態や生活行動を観察・記録するセ

ルフモニタリングは、自分自身の変化を意識しや

すく、目的とする行動のモチベーションを高め、

保健行動を強化することが明らかになっている 9

～11）。また、セルフモニタリングにおいては、生

体情報や生活行動等の記録をするだけではなく、

それらの情報を振り返り、自己評価して、必要時

には目標や行動計画を修正できるようにする必要

がある。生体情報や生活行動等の記録の手間や負

担を減らし、記録した自己の生体情報や生活行動

が可視化され、変化の有無を把握しやすくするた

めに、スマホアプリやウェブサイト等の活用に加

えて、食事カメラやウェアラブル機器等の ICTツ

ールを組み合わせて、セルフモニタリング支援を

強化した保健指導プログラムが効果的であると考

えられる。 

（３）自己管理行動の継続支援を強化するため

のICTを活用した保健指導プログラム 

支援者はICTツールを活用して対象者の情報を
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共有することにより、それを評価して、適時にフ

ィードバックができる。支援者の適時のフィード

バックや励まし・賞賛は対象者と支援者とのコミ

ュニケーションを促進し、結果として対象者の自

己管理行動の継続支援につながると考えられる
12)。以上のことから、ICTを活用して、対象者の

生体情報や生活行動等の『情報共有』をし、適時

にフィードバックや励まし・賞賛を行い、加えて

リマインダーや思い出しの働きかけをする自己管

理行動の継続支援を強化した保健指導プログラム

が効果的であると考えられる。 

３）ICT を活用した効果的な保健指導プログラム

の検証結果に基づく考察 

文献検討等に基づき、初回面接においてテレビ

電話を活用した保健指導プログラムＡ、セルフモ

ニタリングを強化したICT活用保健指導プログラ

ムＢ（ウェアラブル機器・スマホを活用）、自己管

理行動の継続支援を強化した ICT活用保健指導プ

ログラムＣ（ウェアラブル機器やスマホ、ウェブ

サイトを活用）について、令和元－２年度に特定

保健指導の積極的支援対象を対象に検証した。 

令和元年度は、ICT を活用した 3つの保健指導

プログラムについて、プログラムによる効果に差

があるか、また、プログラムを横断的に見て、ICT

ツールの利用や活用頻度によって効果に差がある

か、プロセス評価も踏まえて、検証した。 

その結果、3 か月以上の保健指導後に体重や腹

囲の改善が認められたのは、初回面接においてテ

レビ電話を活用したプログラムＡ及びＣであった。

しかし、プログラム評価の【満足感】は低く、他

に有意に高い評価はなく、体重や腹囲の改善には

プログラム以外の影響が考えられた。よって、ICT

を活用した3つの保健指導プログラムの中で、他

のプログラムと比較して、体重や腹囲の改善とい

うアウトカムに優位な効果をもたらすプログラム

は認められなかったと考える。 

プログラム評価について、ウェアラブル機器を

配付したプログラム（Ｂ及びＣ）は保健指導の有

用感やプログラム評価の【満足感】が高く、また、

スマホアプリやスマートウオッチの活用頻度が週

2 回以上の者は、保健指導の有用感やプログラム

評価の【関連性】が高く、スマートウオッチにつ

いては【注意】や【自信】も高かった。スマホア

プリと連動したスマートウオッチのようなウェア

ラブル機器を配付するプログラムは、保健指導へ

の好奇心を刺激し、セルフモニタリングが強化さ

れ、やりがいや自信を与え、自己管理行動が継続

されることが示唆された。 

令和２年度は、ICT を活用した 3つの保健指導

プログラムについて、ICT を活用しない初回対面

保健指導である通常のプログラム（対照群）と比

較した場合、効果に差があるか、プロセス評価も

踏まえて、検証した。 

2019年度特定健診時と 3～6か月の特定保健指

導後の体重・腹囲・BMIの比較では、ICTを活用

した保健指導プログラムＡ、Ｂ、Ｃの全てにおい

て減少していたが有意差はなく、対照群の体重と

BMIのみ有意に減少していた。しかし、特定保健

指導前後の2019年度と2020年度の特定健診結果

の比較では、プログラムＡにおける腹囲以外は対

照群含めて有意差のある項目はなかった。有意差

はなかったものの改善していた項目は、対照群で

は5項目に対し、プログラムＡでは 8項目（腹囲

を含む）、プログラムＢでは 6項目、プログラム

Ｃでは7項目あり、プログラムＡ、Ｂ、Ｃは初回

対面保健指導の通常プログラムと比較して劣性は

認められないことが示唆された。 

ARCSモデルによるプロセス評価において、プ

ログラムＡは、【関連性】、【自信】、【満足感】が

通常プログラムよりも有意に低かった。プログラ

ムＢは【注意】の合計点に有意差があり、プログ

ラムＢの平均点が対照群より高く、また有意差は

なかったが、9項目のうちの 5項目及び【関連

性】の合計点、【自信】の合計点、【満足感】の合

計点、総計は対照群よりも高かった。プログラム

Ｃは、対照群と比較して有意差のある項目はなか

った。 

以上のことから、ICT を活用した保健指導プロ

グラムＡ、Ｂ、Ｃを比較した場合、また、各プロ

グラムと初回対面指導の通常プログラムとを比較

した場合、アウトカムにおいて劣性を認めるプロ

グラムはなく、同等の効果がもたらすことが示唆

された。しかし、プロセス評価について、ICTプロ

グラム間においても、初回面接においてテレビ電

話を活用した保健指導プログラムであるＡやＣは

利用者の満足感等が低い傾向が見られ、特にプロ

フラムＡは対照群との比較において顕著であった。

今後は、この理由が保健指導の技術的なことであ

るのか、あるいはコロナ禍で求められている新し

い生活様式等の影響であるのか、何であるのか、

理由を探り、その対策を検討していくことが必要

である。 

また、ウェアラブル機器を活用したプログラム

Ｂ及びＣは、ICT プログラム間においても、プロ

グラムＢの場合には対照群との比較においても、

【注意】、【関連性】、【自信】、【満足感】が高い傾

向が示唆された。本研究では、ウェアラブル機器
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としてスマホアプリと連動したスマートウオッチ

を活用したが、身に付けているだけで、一部では

あるが生活行動や生体情報が記録され、記録の負

担がなく、また自分の記録を見たいときに見るこ

とができ、しかもわかりやすく表示される。また、

ユーザー内に占める位置の表示や、座りすぎ通知

なども付いている。適時のフィードバックや励ま

し・賞賛は、たとえそれが自動化されたメッセー

ジであっても、自己管理行動の継続支援につなが

る 13)。ウェアラブル機器と連動したスマホアプリ

が示す内容や通知は適時のフィードバックや思い

出しの働きかけであり、ウェアラブル機器・スマ

ホを活用したプログラムは、セルフモニタリング

を強化し、やりがいを感じさせ、モチベーション

を高めて保健行動を強化するプログラムであると

考えられる。一方で、ウェアラブル機器やスマホ、

ウェブサイトを活用したプログラムＣだけみると、

通常プログラムである対照群とプロセス評価の有

意差はなく、これが前述した初回面接におけるテ

レビ電話活用によるものであるのか、あるいは、

プログラムＣはスマホアプリと連動したウェアラ

ブル機器に加えて、さらに追加の項目を加えたウ

ェブサイトも活用しているが、セルフモニタリン

グ項目の数、閲覧や入力・記録の手間等が影響し

ている可能性があり、さらなる検証が必要である。 

コロナ禍を契機に、今後、保健指導における ICT

活用は加速していくと考えられる。何もかも取り

入れるのではなく、個々の行動変容の目的や生活

状況に合わせて、活用するICTツールを検討・選

択していく必要がある。 

 

２．情報通信技術を活用した保健指導実践のため

の手引き  

１）ICTを活用した保健指導を実施する際の要件 

（１）保健指導実施者に求められる要件 

 実施前と実施・運営の観点から、① 新規の利

用者獲得に課題を感じていること、②ICTを活用

することによる効果や意義を見出していること、

③コミュニケーション方法や教材の使用方法等も

含めた対象に実施するための ICTの知識・技術を

有すること、④事前の時間的投資をいとわないこ

と、があげられる。 

（２）利用者に求められる要件 

 要件として、①対面保健指導を利用しにくいと

感じていること、②ICTを活用した保健指導に納

得し、信頼感があること、③ICTを活用するため

の知識・技術を有すること、があげられる。③に

ついては、利用者個々の生活や仕事における ICT

活用状況等に基づくICTへの親和性が関連すると

考えられる。 

（３）保健指導実施環境・情報通信環境の要件 

要件として、①通信環境の良いところにいるこ

と、②リアルタイム伝達性が確保されているこ

と、③医療情報システムの安全管理に関するガイ

ドライン（厚生労働省）14)と同程度のセキュリテ

ィが確保されていること、があげられる。これら

の対策として、通信環境の安定性を高めるため

に、保健指導の実施場所を固定する、プライバシ

ーを確保するために利用者は場所を自由に決める

ことができるようにする、対面と同様に場所を確

保し、利用者にその場に来てもらう、等が考えら

れ、実施者、利用者、双方の状況を踏まえて検討

していく必要がある。 

（４）保健指導実施のための情報通信機材の要件 

 要件として、①教材や利用者・実施者各々を確

認するためのもの等必要な情報が読み取れる画面

の大きさであること、②複雑な操作が不要なこと、

があげられる。 

（５）保健指導を開始するための手順・本人確認 

保健指導を開始するための必要なこととして、

①事前テストの実施、②利用者に実際に体験をし

てもらいながら説明すること、③対面とICTを活

用した保健指導の違い及び選択・不利益について

説明すること、④ICT を活用した保健指導の代替

手段を説明すること、⑤本人確認ができること、

があげられる。これらの要件と関連して、利用者

へのオリエンテーションの内容や方法、実施者の

マニュアルの整備も必要になると考えられる。 

（６）記録方法・記録管理についての要件 

 要件として、①法律に基づいた個人情報の保護、

②情報通信機材に個人情報を入れないこと、③ICT

を活用した保健指導ならではの記録を残すこと、

があげられる。これらについて、実施側は、ICTを

活用した保健指導の運用に関わる説明責任、管理

責任、見直しと改善の責任、そして事後の説明責

任及び事後策を講じる責任を十分、認識する必要

があり、委託する場合にはこれらの内容を契約に

含めることも重要である。③について、具体的に

はインフォームド・コンセントの概要、用いる情

報通信機材の概要、ウェアラブル機器等により遠

隔モニタリングを活用する場合のモニタリング項

目、通信環境の概要、（５）であげた要件の内容等

が考えられる。 

（７）経費・費用の要件 

要件として、①ICTを活用した保健指導に必要

な費用は実施者が負担すること、②費用対効果が
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あること、があげられる。②については、目先の

ことだけではなく、保健指導の利用者の増加や中

断率の低減により健康で働ける人材を増やすこと

の保険者としての利益や、現行の方法と比較した

実施に伴う経費や負担を中長期的視野から検討す

る必要がある。 

（８）その他 

その他の要件として、情報通信機材の故障や破

損といったリスクへの備えがあげられ、予備の機

材の準備や更新計画をあらかじめ立てておくこと

も必要であると考えられる。 

２）情報通信技術を活用した保健指導実践のため

の手引き案の洗練 

COVID-19の影響により、多くの人が ICTを活用

する機会が飛躍的に増加したが、保健師へのヒア

リングより情報通信設備の整備の困難について明

らかとなった。 

 情報通信設備については、ハード面とソフト面

の両方を整備していく必要がある。ハード面につ

いては、大掛かりな整備を要することが多いため

短時間で整備するには限界がある。インターネッ

ト環境の構築といった側面は工事を要したりする

ため短時間での解決には限界がある。そのため、

比較的容易に準備することができるモバイルルー

ター等を活用することも一つの方策と考えられる。

比較的安定的なインターネット環境を構築する工

夫も必要であると考える。ソフト面については、

アカウント数が限られている場合には、アカウン

ト数を増やす努力をしつつ、保健指導が優先的に

使用することが可能なものを作るといった施設内

での統一したルールを作っていくことも必要にな

ると考える。 

「情報通信技術を活用した保健指導の実践のた

めの手引き」完成版の作成にあたっては、厚生労

働省が通知している「情報通信技術を活用した特

定保健指導の初回面接の実施について」15)の項目

立てと意識的に共通させた。実施者が、通知内容

により、困難を感じた際に具体的な内容として使

用できるように考えたためである。また、本研究

では、ICT の利活用という観点からウェアラブル

機器及びセルフモニタリング用アプリの内容につ

いても、「情報通信技術を活用した保健指導の実践

のための手引き」完成版に含めた。 

 COVID-19の影響により、遠隔での作業が非常に

増えており、これまで全く経験をしたことが無か

った人も経験をすることにつながったと考えられ

る。同様に、対面での保健指導でもこれまでとは

異なる方法を取らなければならない状況になって

いることが考えられる。ヒアリングにおいては、

対面でのマスクをした状態での保健指導のため表

情を読み取ることができない困難さが出ており、

比較的対象者が自由な場所で受けることのできる

遠隔保健指導でのメリットを見出すことができた

と考える。冷蔵庫の中に入っているジュースなど

生活実態に即した保健指導を行うことができる可

能性についても本研究から明らかになった。今年

度のヒアリングで明らかになった内容は、ガイド

ラインの中にはコラム形式で保健師等の実施者側

の感想を掲載するように努めた。 

  

３．特定保健指導従事者を対象とした調査結果を

加味した「食生活改善指導担当者テキスト」 

現存の｢食生活改善担当者研修テキスト｣の認

知状況は全般的に低くかった。これは、本テキ

ストが、看護師や栄養士等が特定保健指導に携

わる際の研修目的で作成されていたため、保健

師や管理栄養士が直接利用する機会が少なか

ったことによるものと考えられる。その一方で、

名称や内容について認知している者が両職種

とも 10%強に認められていたことから、何らか

の形で、参考書として参照された可能性がある。 

このテキストで取り扱われている分野ごと

で｢とても重要｣と半数以上に回答された内容

は、その大部分で保健師よりも管理栄養士の割

合が高値となる傾向を示していた。栄養・食生

活に関しての専門性の違いによるものなのか、

あるいは別の要因によるものなのかは不明で

ある。ただし、｢国民の食生活（主に外食・中食、

欠食）における課題｣においては、唯一保健師の

割合が管理栄養士を僅かに上回っており、外

食・中食、欠食に関する総論的な知識を得たい

と考えている者が多いのではないかと考察さ

れる。また、テキストの改訂に際して追加した

り充実すべき内容についての自由記載では、時

間栄養学（不規則勤務者に対する対応を含む）、

単身生活者に対する指導方法、栄養サプリメン

ト、糖質制限食などがあげられた。何れも、直

近の10年程度において、社会問題化した内容、

栄養・食生活分野で話題となって広くマスコミ

等で取り扱われた内容ばかりである。必ずしも、

十分な科学的根拠が無いままで、流布されてい

るものも多いため、特定保健指導に際して、対

象者から質問を受けたり、指導に際して何らか

の活用をしたいと考えている指導者側のニー

ズがあるものと考えられた。 

 一方、未定稿に対する第三者からの意見集約
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を行ったところ、次に示す２点について、改め

て留意しなければならないことが考察された。 

まず、食生活改善指導担当者テキストもしく

は、この内容や項目立てに準じて作成される教

材により特定保健指導を担う職種は薬剤師、看

護師、栄養士、歯科衛生士等と幅が広く、専門

性が大きく異なり、それぞれが固有の養成課程

により教育を受けていることから、専門的な用

語の使い方ひとつ取っても誤解や疑義が生じ

ないように配慮するなど、相当留意して改訂・

記述しなければならないこと。 

 つぎに、保健指導のためのテキストとして重

要な点と認識している点が何れの職種でも共

通している部分と、職種の違いによってかなり

隔たりがある部分が認められたことである。 

 今後、多職種で利用するこの種のテキスト等

の作成や改定に際しては、未定稿の段階で職種

横断的な第三者による確認やチェックを受け、

そのうえで最終的な調整を施し確定稿とする

ことが望ましいと考察された。 

 

４．特定保健指導従事者を対象とした運動指導担

当者研修テキスト 

「運動指導担当者研修テキスト」（追補版）6)に

ついては、文献等も参考にして、ICT を活用した

運動指導という観点を加えて課題を整理した結果、

作成からかなりの時間が経過していることもあり、

現在進行中の健康日本21（第二次）16)で推奨され

ている内容と齟齬が生じている部分があることが

明らかになった。また、研修内容は健康運動指導

士養成講習会テキスト 17)の 98単位 147時間分を

基にしており、その総ページ数は 700ページを超

える。ICT を活用して運動指導をするという観点

から見れば、必要以上の事項を指導者に求めてい

る側面があると考えられた。 

意見聴取の結果等から、実際の特定保健指導で

運動指導に割ける時間はわずかであることを考慮

し、優先順位の高い内容に絞って、テキストを作

成した｡総ページ数は34ページであり、その中で、

健康日本 21（第二次）で推奨されている内容や、

ICT を活用した運動指導に関する内容を含めるよ

うにした。 

 聴取した意見にもあったように、対象者の年齢

層は幅広く、画一的な指導はできない。一方で、

これさえやっておけばよい、という画一的な指導

内容を求める声があることも事実である。今回、

作成したテキストにおいては、具体的で直接的な

運動指導方法に関する情報は記載していない。運

動指導内容を過度に単純化することを避けるため

である。したがって、このテキストに記載されて

いる内容だけで十分かと言われると、十分ではな

い。しかしながら、特定保健指導に従事する者が

知っておくべき内容については、ある程度、網羅

できており、さらに詳しい内容については、健康

運動指導士養成講習会テキスト 10)等、その他の情

報源を参照するのが良いと考えている。 

今後は、実際の運動指導担当者の研修場面にお

いて利用いただき、ブラッシュアップを図る必要

がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究は、血圧高値、脂質異常、血糖高値等の

脳・心血管疾患危険因子保有者に対する ICTを活

用した保健指導プログラムを作成し、ICT 活用保

健指導プログラムが初回対面保健指導である通常

プログラムと同等以上の効果が得られるかを検証

するとともに、その実践のための手引きを作成す

ること、さらには、食生活改善指導及び運動指導

の業務従事者に対する現存の研修教材)の課題を

整理し、特定保健指導従事者を対象とした「食生

活改善指導担当者テキスト」の改訂及び運動指導

担当者研修テキストを作成することを目的とした。 

本研究結果から、以下のような結論に至った。 

１．ICT を活用した保健指導プログラムのターゲ

ットは、遠隔地勤務の被保険者、保健師等が常

在しない分散事業所勤務の被保険者、被扶養者 

、繰り返し特定保健指導の対象になる者、特定

保健指導未利用者が考えられた。 

２．文献検討の結果から、ICT活用の目的には、大

きく分けて、利便性の向上と、行動変容を含む

自己管理行動の継続支援があり、ICT を活用し

た効果的な保健指導プログラムとして、初回面

接においてテレビ電話を活用した保健指導プロ

グラムＡ、セルフモニタリングを強化した ICT

活用保健指導プログラムＢ（ウェアラブル機器・

スマホを活用）、自己管理行動の継続支援を強化

したICT活用保健指導プログラムＣ（ウェアラ

ブル機器やスマホ、ウェブサイトを活用）が考

えられた。 

３．ICTを活用した保健指導プログラムＡ、Ｂ、Ｃ

を比較した場合、また、各プログラムと初回対

面保健指導の通常プログラムとを比較した場合、

アウトカムにおいて劣性を認めるプログラムは

なく、同等の効果をもたらすことが示唆された。 

４．初回面接においてテレビ電話を活用した保健

指導プログラムについて、利用者の満足感等が
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低い傾向が見られた。今後は、この理由が保健

指導の技術的なことであるのか、あるいはコロ

ナ禍で求められている新しい生活様式等の影響

であるのか、何であるのか、理由を探り、その

対策を検討していくことが必要である。 

５．スマホアプリと連動したウェアラブル機器を

活用したプログラムは利用者の満足感等が高い

傾向が示唆された。身に付けているだけで、一

部の生活行動や生体情報が記録され、自分の見

たいときに見ることができ、しかもわかりやす

く表示されることや、スマホアプリが示す内容

や通知による適時のフィードバックや思い出し

の働きかけは、セルフモニタリングを強化し、

やりがいを感じさせ、モチベーションを高めて

保健行動を強化すると考えられる。 

６．ICT を活用した保健指導を実施する際の要件

には、「保健指導実施者に求められること」「利

用者に求められること」「保健指導実施環境・情

報通信環境」「保健指導実施のための情報通信機

材」「保健指導を開始するための手順・本人確認」

「記録方法・記録管理」「経費・費用」があった。 

７．厚生労働省が通知している「情報通信技術を

活用した特定保健指導の初回面接の実施につい

て」を補完するものとして項目立てを共通にし、

また、ICT の利活用という観点からウェアラブ

ル機器及びセルフモニタリング用アプリの内容

についても含めた、「情報通信技術を活用した保

健指導の実践のための手引き」完成版を作成し

た。 

８．今後養成される指導担当者の専門知識や指

導技術の向上に資することを目指し、「食生

活改善指導担当者テキスト」を改訂した。こ

の種のテキストについては、取り扱っている

データの更新、関連する制度等の改正などに

伴い、適切なタイミングで改訂を行う体制を

整備する必要がある。 

９．運動指導担当者研修テキスト（追補版）につ

いて、その研修内容は健康運動指導士養成講習

会テキストの 98 単位 147 時間分を基にしてい

た。実際の特定保健指導で運動指導に割ける時

間はわずかであることを考慮し、優先順位の高

い内容に絞って、また、健康日本 21（第二次）

で推奨されている内容やICTを活用した運動指

導に関する内容を含めるようにし、運動指導担

当者研修テキストを作成した｡ 
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